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さらに、企業の社会貢献活動の情報発信や企業、大学、専修学校等

と市民活動団体とのマッチングを促進する。 

 

②区役所・市役所力の強化 
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＜補足＞ 

事項２－① 区役所の地域担当制強化等による地域活動支援の強化 

校区等地域における住民相互の自助・共助の取組を支援する地域担

当制を強化して、地域課題の解決に協働して取り組むとともに、より

身近な区役所の相談・調整機能を充実させ、区役所と事業所の連携を

密にする。 

事項２－② 区役所の相談・調整機能充実等による生活支援の強化 

区役所の相談・調整機能を充実させ、また、生活基盤施設に関わる

事業所の統合・再編を進め、新たに設置された「工営所」と区役所と

の連携を強化する。 

事項２－③ 「区政会議」の設置など 

区域運営及び区実施の事務事業に関して意見を述べ、区政を評価す

る区政会議及び専門的事案検討のための部会（分科会）を設置する。 

事項２－④ 体制づくり 

企画機能の強化に向けた検討、地域との関係における縦割りや重複
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の改善、協働の推進に向けた体制整備を進める。 

事項２－⑤ 職員づくり

ポジティブアプローチ手法 の活用に向けた研修の実施や、ベストプ

ラクティス事業 評価の実施をしつつ、企業・市民活動団体・地域団体

などのコーディネート等により事業費を極力使わずに実施できた地道

な取組を「チャレンジ事業」として顕彰する仕組みを構築する。

事項２－⑥ 市政改革を進めるための人材マネジメント

社会人経験者の採用推進、人事異動基準の策定、職員等研修の実施、

幹部職員と若手職員の懇談会等の実施等により、「仕事の見える化」（職

員気質の多様化等への対応）を推進する。

事項２－⑦ 良きガバナンスの実施

「担当課長制 」の導入目的を維持しながら、適度な広がりのある職

場において職員が互いに協力し合って業務に従事することで、人材育

成やチームワークを基盤とする「職場力」を強化し、部長あるいは区

長のリーダーシップをより的確に発揮できるようにする組織体制（新

たな「課制」）の導入、業務フローの再構築、施策別のフルコスト情報

などの公表等に取り組む。

事項２－⑧ 区役所の体制整備と権限・機能の強化

区役所による地域活動支援や生活支援を的確に担うための課の再編、

予算枠の拡充、局事業の区役所移管等による区役所権限の強化を図る。

事項２－⑨ 局の地域・区役所支援の強化

市長管轄の協働まちづくり室を設置し、各局に地域活動支援・協働

推進窓口を設ける等の組織体制を整備する。

事項２－⑩ 地域情報を市策に反映する仕組みづくり

 
特定のテーマの関係者が一堂に集まって話し合い、組織や地域の強み・価値を発見し、

それらが最大限発揮された時の「ありたい姿・状態」を描き、共有することで、より次元

の高い共通の目標の創出及び、その実現に向けた主体的なアクションプランの生成につな

げる手法。民間企業では、組織活性化等の有効な手法として、また、自治体においても計

画の立案や協働のアクションプランづくり等に活用されている。

最も効果的､効率的な実践の方法

課を廃止して部（あるいは部相当の室や事業所）に担当課長等の職員を配置することで

課の垣根を取り払い、部長（あるいは室長や所長）のリーダーシップのもと柔軟かつ効果

的な組織運営ができるようにする組織体制


